
 経済産業省及び農林水産省は、特定農林水産物等の輸出を促進するため、4月1日から、GI（地
理的表示）産品の経済連携協定（EPA）利用手続を簡素化。

 具体的には、GI保護制度（※）の特性により、日本原産であることがあらかじめ確認できる特定農林
水産物等(GI産品)について、輸出業者は、生産証明書の代わりに、GI登録名称が記載された納品
書等を利用して特定原産地証明書の発給申請ができるようになる。

 これにより、輸出業者は生産証明書を生産者から入手する必要がなくなる。

特定農林水産物等（GI産品）のEPA利用手続の簡素化

※GI（地理的表示）保護制度
・「特定農林水産物等の名称の保護に関する法律」（地理的表示法）に基づき、伝統的な生産方法
や気候・風土・土壌などの生産地等の特性が、品質等の特性に結びついている産品の名称を知的財
産として登録し、保護する制度。
・具体的には、産品（特定農林水産物等）をその生産地や品質の基準とともに登録し、登録内容を満
たす産品には、地理的表示（GI）と併せて、登録標章（GIマーク）の使用が可能となる。 ＜登録標章（GIマーク）＞

資料４



特定原産地証明書の例

（日タイEPA）

①企業登録 ⇒ ②原産性を明らかにする資料 ⇒ ③原産品判定依頼 ⇒ ④発給申請

・原産品であることを明らかにする書類を
用意する。
・農林水産省ウェブサイトで「GI保護制度
を活用して原産品判定依頼を行うことが
できる産品一覧」を確認し、「GIに基づく
原産品としての説明書（様式）」シート
に記入する。

・日商の「第一種特定原産
地証明書発給システム」
（システム）で、原産品判
定を依頼する。
・その際、左記説明書とGI
産品名称が記載されてい
る納品書等の写しを添付
する。

・原産品判定承認後、システ
ムでCOの発給を申請する。
・申請受理後、原則２営業
日で結果が通知されるので、
手数料を支払ってCOを受領
する。

・特定原産地証明書
（CO）の発給申請手
続は、全てオンラインで申
請可能。
・まずは、日商に「企業登
録」を行う。

【URL：
https://www.jcci.or.jp/international/ce
rtificates-of-origin/

【URL：https://www.maff.go.jp/j/kokusai/renkei/fta_kanren/gi.html

○年○月○日

品名 荷姿 量目 等級 数量 単価 生産者名

○○メロン ＤＢ 10kg A 10 ○○　○○

納 品 書

住所：東京都○○区○○５丁目○番○号

組合名：○○組合

簡素化後の申請手続の流れ


